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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第１期

第３四半期連結
累計期間

会計期間
自 平成31年４月１日
至 令和元年12月31日

営業収入 （千円） 6,039,809

経常利益 （千円） 312,932

親会社株主に帰属する四半期純利

益
（千円） 251,483

四半期包括利益 （千円） 249,477

純資産額 （千円） 1,797,993

総資産額 （千円） 4,839,591

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
（円） 22.96

自己資本比率 （％） 37.1

 

回次
第１期

第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 令和元年10月１日
至 令和元年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.54

 

（注）1.　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　しておりません。

　　　2.　営業収入には、消費税等は含まれておりません。

　　　3.　当社は、令和元年10月１日設立のため、前連結会計年度以前に係る記載はしておりません。

　　　　4.　第１期第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表は、単独株式移転により完全子会社となった株式会社

やまねメディカルの四半期連結財務諸表を引き継いで作成しております。

　　　　5.　当四半期連結会計期間は当社設立後最初の四半期連結会計期間ですが、「第３四半期連結会計期間」として

記載しております。

 

 

２【事業の内容】

　当社は、令和元年10月１日に単独株式移転により株式会社やまねメディカルの完全親会社である持株会社として

設立され、傘下グループ会社の経営管理及びそれに附帯する業務を行っております。

　また、当第３四半期連結累計期間において、当社の完全子会社となる株式会社やまねメディカル、株式会社八重

洲ライフ、山清建設株式会社及び株式会社キャリアアップが営む事業の内容については重要な変更はありません。
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　当社の事業内容と当該事業に係る事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　［ 事業系統図 ］

 

 

 

EDINET提出書類

ＳＩホールディングス株式会社(E35014)

四半期報告書

 3/20



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　当第3四半期累計期間において、新たな事業等のリスクについての重要な変更はありません。なお、文中の将来に

 関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　  　当社は、令和元年10月１日に単独株式移転により株式会社やまねメディカルの完全親会社として設立されまし

　　 た。当第３四半期連結累計期間(平成31年４月１日から令和元年12月31日まで)の四半期連結財務諸表は、単独株式

　　 移転により完全子会社となった株式会社やまねメディカルの四半期連結財務諸表を引き継いで作成しております。

 

(1) 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、通商問題の緊張や中国経済の減速等の影響から景気の一部に弱

さが見られたものの緩やかな回復基調を持続いたしましたが、一方で相次いで発生した自然災害の経済に与える影響

や、中東地域を巡る情勢、中国で発生した新型コロナウイルスの感染拡大によるリスクの懸念は十分な留意が必要な

局面にあります。

このような状況の中、介護業界においては、高齢社会の進行と要介護者の増加に伴う介護ニーズの増大を背景とし

て、介護市場は持続的な成長を維持しております。また一方、社会保障費の増大による財政圧迫を抑制するため、介

護報酬の抑制方針が維持されてきました。このような方針により、介護事業者にとっての収益環境は引き続き厳しい

状況が続いており、生産性向上とコスト管理の徹底によって財務の健全性保持と高品質のサービス提供を同時に実現

する経営努力が強く求められております。

また近年、「日本版CCRC」、「コンパクトシティ」、「地域包括ケアシステム」等重要な国の政策が打ち出され、

将来の超高齢社会への国の方向性が明確になりつつあります。

このような環境のもと、当社は2013年度より『豊かな超高齢社会創造計画』に着手し、①高齢者住宅インフラ整備

プロジェクト、②高齢者向け生活支援サービス整備プロジェクト、③経営支援サービス推進プロジェクトの３つのプ

ロジェクトを推進しております。

当社グループのコア事業である「総合ケアセンター」は、①②のプロジェクトと国の重要施策の推進拠点として、

高齢者にかがやきのある生活を送っていただくことを事業の基本コンセプトとしつつ、超高齢社会のインフラ機能と

しての使命を果たすことに注力してまいりました。さらに、新たな生活支援サービスを拡充し、経営支援サービスも

推進することで、「豊かな超高齢社会の創造」に貢献してまいります。

また、②③のプロジェクトにおいて、完全子会社である株式会社八重洲ライフでは、高齢者向けのフードサービス

事業及び物販等の生活支援サービス事業に、山清建設株式会社では高齢者向け住宅の建設支援事業に、株式会社キャ

リアアップでは、福祉分野の人材事業に取り組んでおります。また、多様な新事業への取組みも開始して、高齢者へ

の生活支援事業のサービスラインアップの充実を推進しております。

当社グループの営業拠点は、センター事業のサービス付き高齢者向け住宅「なごやかレジデンス」については、当

第３四半期連結会計期間末において68箇所を運営しております。また、直営通所介護事業の「かがやきデイサービ

ス」については、同四半期連結会計期間末において68箇所を運営しております。さらに、当四半期連結会計期間末に

おいて、居宅介護支援事業の「なごやかケアプラン」を４箇所運営しております。

また、フランチャイズ事業については、当四半期連結会計期間末におけるフランチャイズによる通所介護事業所

「ホームケアセンター」等は20箇所となっております。

 

次に、当第３四半期累計期間の収益面については、前四半期に続き増収増益となりました。また、採用難による人

件費や採用費などの増加や②③のプロジェクト推進のための積極的な人材投資による経費増大の懸念はあるものの、

売上、利益とも概ね計画通りに推移しております。

 

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における当社の営業収入は、6,039,809千円（前年同期比13.0％増）、営

業利益は、361,852千円（同29.3％増）、経常利益は、312,932千円（同40.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は、251,483千円（同21.2％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は1,946,500千円（前連結会計年度比305,602千円増）となりまし

た。主な内訳は、現金及び預金505,007千円、営業未収入金1,309,199千円であります。固定資産は2,889,510千円

（前連結会計年度比107,448千円減）となりました。主な内訳は、サービス付き高齢者向け住宅及びそれに併設の通

所介護事業所のうちファイナンス・リースに相当するリース資産2,101,928千円を含む有形固定資産の2,219,114千
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円、敷金及び保証金586,996千円であります。この結果、資産合計は4,839,591千円（前連結会計年度比201,735千円

増）となりました。

 

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は719,707千円（前連結会計年度比25,233千円増）となりました。

主な内訳は、未払金382,697千円、買掛金132,568千円であります。固定負債は2,321,891千円（前連結会計年度比

61,243千円減）となりました。主な内訳は、上記のサービス付き高齢者向け住宅及びそれに併設の通所介護事業所

のうちファイナンス・リースに相当するリース資産に見合うリース債務2,134,728千円であります。この結果、負債

合計は3,041,598千円（前連結会計年度比36,010千円減）となりました。

 

（純資産）

当第３四半期連結累計期間において親会社株主に帰属する四半期純利益251,483千円を計上したことにより、当第

３四半期連結会計期間末における純資産は1,797,993千円（前連結会計年度比237,745千円増）となっております。

この結果、自己資本比率は37.1％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第3四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

「日本版CCRC」、「コンパクトシティ」、「地域包括ケアシステム」等重要な国の政策を推進する新たな事業モデ

ル、高齢者の生活を支援する新たなケア商品、キャッシュレスシステムと暗号資産など新サービスの研究開発活動を

継続して行っております。

 

(5) 当社の課題と今後の方針について

当連結会計年度は、当社グループの取り組む「豊かな超高齢社会創造計画」である、高齢者住宅整備プロシ

゙ェクト、高齢者向け生活支援サービス整備プロジェクト、経営支援サービス推進プロジェクトの推進に

引き続き取り組んでまいります。具体的には、総合ケアセンターの新設再開準備と不振センターの改善を含む各拠点

における業績向上、高齢者向け生活支援サービスと経営支援サービスのサービスラインアップの拡充と業容拡大

を推進することで、「超高齢社会への総合ソリューション企業」として、大きな企業成長を目指してまいります。

また、経営目標の達成を阻害するリスクの発生及びその影響を最小化することを目標として、継続的に内部統制の

充実・強化を推進し、業務の適正を確保する体制を整備・運用してまいります。

 

(6) サービス付き高齢者向け住宅事業についてのリスク

当社グループは、サービス付き高齢者向け住宅事業を拠点とし、それに併設する通所介護を中心に複合的な在宅

サービスを提供する総合ケアセンター事業をコア事業としております。

しかし、サービス付き高齢者向け住宅事業は、付随する在宅サービス事業の介護報酬が伸びない場合には撤退を余

儀なくされる可能性があり、当該住宅の長期リース・賃貸借契約に係る違約金の支払いが発生する場合があります。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

   該当事項はありません。

 

 

 

EDINET提出書類

ＳＩホールディングス株式会社(E35014)

四半期報告書

 5/20



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（令和元年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和２年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,330,000 11,330,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（グロース）

（注）

計 11,330,000 11,330,000 ― ―

（注）　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株

であります。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

令和元年10月１日～

令和元年12月31日
11,330,000 11,330,000 100,000 100,000 458,750 458,750

発行済株式総数及び資本金及び資本準備金の増加は令和元年10月１日に単独株式移転により当社が設立され

たことによるものです。

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができません。また、当社は令和元年10月1日に単独株式移転により完全親会社として設立され

たため、直近の基準日である元年9月30日現在の株主名簿の記載内容も確認できず、記載することができませ

ん。

 

 

 

①【発行済株式】

    令和元年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 379,300 －
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,950,000 109,500 同上

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数  11,330,000 － －

総株主の議決権  － 109,500 －

 

②【自己株式等】

    令和元年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＳＩホールディングス株式

会社

東京都中央区八重

洲二丁目７番16号
379,300 － 379,300 3.35

計 ― 379,300 － 379,300 3.35
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２【役員の状況】

　就任予定の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

　男性　５名　女性　０名　（役員のうち女性の比率　0.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所 有 株 式
数 ( 株 )

代表取締役社長 山根　洋一 1960年10月５日生

1996年５月 やまね内科開業

(注１) 9,745,700

1999年４月 医療法人医仁会設立

理事長

2002年６月 有限会社やまねメディカル設立　取締役

2003年５月 株式会社やまねメディカルに組織変更　

代表取締役社長

2016年６月 代表取締役会長兼社長（現任）

取締役 矢島　達之介 1950年２月21日生

2001年７月 国際自動車㈱常務取締役

(注１) ―

2003年６月 同社専務取締役

2004年３月 同社代表取締役社長

2004年９月 同社代表取締役会長

2011年10月 東洋ビルメンテナンス㈱顧問

2013年10月 当社入社　社長室参事

2014年４月 事業開発部長

2014年11月 山清建設㈱代表取締役(現任）

2014年３月 社長室長

2016年６月 取締役社長室長

2016年10月 取締役事業部長兼社長室長

2017年６月 取締役（監査等委員以外）

2018年４月 ㈱八重洲ライフ代表取締役(現任)

2018年６月 取締役副社長(現任)

取締役常勤監査等

委員
波江野　弘 1943年９月11日生

1994年６月 ㈱小松製作所法務部長

(注１) ―

2001年６月 同社コンプライアンス室長

2001年９月 同社コンプライアンス室長兼監査室主幹

2004年８月 トヨタ自動車㈱主査

2008年４月 名古屋大学客員教授

2014年２月 当社入社　当社総務部顧問

2014年６月 常勤監査役

2017年６月 取締役常勤監査等委員(現任)

取締役監査等委員 安武　洋一郎 1977年４月17日

2000年４月 防衛庁（現防衛省）入庁

(注１) ―

2008年９月 武藤綜合法律事務所入所

2013年４月 浅村法律事務所入所

2015年８月 中山国際法律事務所入所

2016年４月 北川綜合法律事務所入所(現任)

2017年６月 取締役監査等委員(現任)

取締役監査等委員 山本　裕二 1946年10月26日

1975年６月 アーサーアンダーセン東京事務所入所

(注１) ―

1996年６月 朝日アーサーアンダーセン㈱代表取締役

2006年11月 公認会計士山本裕二事務所代表(現任)

2011年６月 ㈱ココスジャパン社外監査役(現任)

2013年６月 リョービ㈱社外取締役(現任)

2018年６月 ㈱大京社外取締役(現任)

2019年３月 ㈱アサカ社外取締役(現任)

計 9,745,700

　（注）１．取締役の任期は当社の設立日である令和元年10月１日から令和２年３月期に係る定時株主総会の終結の時

までです。

２. 取締役監査等委員の安武洋一郎氏と山本裕二氏は社外取締役です。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

　　　 当社は、令和元年10月１日設立のため、前連結会計年度以前に係る記載はしておりません。

　なお、当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表は、単独株式移転により完全子会社となった株式会社や

まねメディカルの四半期連結財務諸表を引き継いで作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（令和元年10月１日から令

和元年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成31年４月１日から令和元年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、永和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当第３四半期連結会計期間

(令和元年12月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 505,007

営業未収入金 1,309,199

その他 166,809

貸倒引当金 △34,516

流動資産合計 1,946,500

固定資産  

有形固定資産  

リース資産（純額） 2,101,928

その他（純額） 117,186

有形固定資産合計 2,219,114

無形固定資産 5,807

投資その他の資産  

敷金及び保証金 586,996

繰延税金資産 73,928

その他 3,665

投資その他の資産合計 664,589

固定資産合計 2,889,510

繰延資産 3,581

資産合計 4,839,591

負債の部  

流動負債  

買掛金 132,568

リース債務 83,602

未払金 382,697

未払法人税等 16,727

預り金 78,296

その他 25,818

流動負債合計 719,707

固定負債  

リース債務 2,134,728

退職給付に係る負債 3,841

資産除去債務 25,397

長期預り敷金 157,924

固定負債合計 2,321,891

負債合計 3,041,598
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 （単位：千円）

 
当第３四半期連結会計期間

(令和元年12月31日)

純資産の部  

株主資本  

資本金 100,000

資本剰余金 458,750

利益剰余金 1,361,357

自己株式 △123,504

株主資本合計 1,796,602

その他の包括利益累計額  

退職給付に係る調整累計額 976

その他の包括利益累計額合計 976

新株予約権 415

純資産合計 1,797,993

負債純資産合計 4,839,591

 

EDINET提出書類

ＳＩホールディングス株式会社(E35014)

四半期報告書

11/20



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年12月31日)

営業収入 6,039,809

営業原価 4,966,928

営業総利益 1,072,882

販売費及び一般管理費 711,030

営業利益 361,852

営業外収益  

受取手数料 16

雑収入 4,077

営業外収益合計 4,093

営業外費用  

支払利息 52,537

雑損失 476

営業外費用合計 53,013

経常利益 312,932

特別利益  

固定資産売却益 609

新株予約権戻入益 1,197

その他 23

特別利益合計 1,830

税金等調整前四半期純利益 314,762

法人税、住民税及び事業税 22,349

法人税等調整額 40,930

法人税等合計 63,279

四半期純利益 251,483

親会社株主に帰属する四半期純利益 251,483

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年12月31日)

四半期純利益 251,483

その他の包括利益  

退職給付に係る調整額 △2,006

その他の包括利益合計 △2,006

四半期包括利益 249,477

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 249,477

非支配株主に係る四半期包括利益 －

 

EDINET提出書類

ＳＩホールディングス株式会社(E35014)

四半期報告書

12/20



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（追加情報）

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　4社

連結子会社の名称

　株式会社やまねメディカル

株式会社八重洲ライフ

山清建設株式会社

株式会社キャリアアップ

 

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な減価償却資産の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用してお

ります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物（建物附属設備を含む）　６～39年

工具、器具及び備品　　　　　２～15年

 

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）による定額法を採用してお

ります。

 

③　リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

④　繰延資産

　開業費は資産として計上し、償還期間にわたり定額法により償却しております。

 

(2) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支払予定額のうち当第3四半期連結会計年度に属

する支給対象期間に見合う金額を計上しております。

 

(3) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当第3四半期連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（４年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

　過去勤務費用について、該当事項はありません。

③　未認識数理計算上の差異の会計処理方法
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　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累

計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

 

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に期限の到来する短期投資からなっております。

 

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当第3四半期連結会計年度の費用として処理しております。

 

（会計方針の変更）

　　該当事項はありません。

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 

 
 

 
当第３四半期連結累計期間
（自 平成31年４月１日
至 令和元年12月31日）

減価償却費 114,198千円

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自 平成31年４月１日　至 令和元年12月31日）

1.　配当金支払額

　当社は、令和元年10月1日に単独株式移転により完全親会社として設立されたため、配当金の支払額は下記

の完全子会社の定時株主総会、取締役会において決議された金額です。

 

 

(決議） 株式の種類
配当金の総

額（千円）

1株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の源泉

令和元年６月27日

定時株主総会

普通株式

株式会社やまねメディカル
10,950 1 平成31年３月31日 令和元年６月28日 利益剰余金

 

 

2.　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結期間の末以後と

なるもの。

　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成31年４月１日　至　令和元年12月31日）

1.　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 ケアセンター事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 5,318,738 5,318,738 721,071 6,039,809

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － 460,423 460,423

計 5,318,738 5,318,738 1,181,494 6,500,233

セグメント利益 329,473 329,473 32,379 361,852
 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、給食事業及び介護関連用品販売

事業等を含んでおります。

 

2.　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 329,473

「その他」の区分の利益 32,379

「報告セグメント」及び「その他」間の取引消去 －

四半期連結損益計算書の営業利益 361,852

 

3.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれんの発生益）

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

（単独株式移転による持株会社の設立）

１．取引の概要

令和元年５月20日開催の株式会社やまねメディカル取締役会および令和元年６月27日開催の同社第17期定時

株主総会において、単独株式移転（以下、「本株式移転」といいます。）により純粋持株会社（完全親会社）

である「SIホールディングス株式会社」（以下、「持株会社」といいます。）を設立することを決議し、令和

元年10月１日に設立いたしました。

 

(1) 結合当事企業の名称および事業の内容

名　　　称：株式会社やまねメディカル

事業の内容：通所介護事業、サービス付高齢者向け住宅事業他

(2) 企業結合日

令和元年10月１日

(3) 企業結合の法的形式

単独株式移転による持株会社設立

(4) 結合後企業の名称

SIホールディングス株式会社

(5) 企業結合の目的

持株会社体制への移行の目的は次のとおりになります。

①　平成14年に設立された株式会社やまねメディカルは、公的介護保険制度による通所介護事業に取り組

み、平成19年に当時の大証ヘラクレス(現東証JASDAQ)へ上場しました。その後、平成28年には単独通所介

護事業を事業譲渡し、現在は、総合ケアセンター事業を展開する株式会社やまねメディカルに加え、株式

会社八重洲ライフ、山清建設株式会社、株式会社キャリアアップを同社の子会社として擁しております。

同社グループは、我が国の喫緊の課題である超高齢社会の急速な進展へのソーシャルソリューション事業

として「豊かな超高齢社会創造計画」に取り組んでおり、①高齢者住宅整備プロジェクト、②高齢者向け

生活支援サービス整備プロジェクト、③経営支援サービス推進プロジェクト等の事業活動によって、「シ

ニア輝く社会づくり」に貢献することを企図しております。

②　現在、株式会社やまねメディカルの主力事業である総合ケアセンター事業は、今後も積極的に拡大しつ

つ、株式会社八重洲ライフはグループ内外に対して、フードサービス、物販サービス、ケアレンタルサー

ビス等の高齢者向け生活支援サービスや経営支援サービスを提供します。また、山清建設株式会社は、高

度の専門的知見を要求される高齢者介護福祉施設の開発・建設において、グループ内外に対して、設計・

施工監理などのサービスを提供します。また、株式会社キャリアアップは、特に、高齢者、外国人などに

活躍の場を提供するとともに、人材確保が困難な福祉業界を中心に優秀な人材を供給いたします。

③　 以上のような状況を踏まえ、今後、同社グループの取り組む「豊かな超高齢社会創造計画」を効率的

に推進するためには、各事業の独立性を高め、迅速な意思決定や各事業の実情に応じた人事制度を可能に

して、更にダイナミックに活動し得る仕組みとして現在の企業体制を再編成すべきと考え、この度の純粋

持株会社体制への移行案を提起するに至りました。これにより、グループ各社それぞれが独立したソー

シャルイノベーター(SI)として、上記各プロジェクトを力強く推進する環境が整備されることで、当社グ

ループが目指す「シニア輝く社会づくり」の実現への推進力が高まることが期待できます。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）および「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基適用指針第10号　平成31年１月16日）に基づき、「共通

支配下の取引」として会計処理しています。

 

（現物配当による子会社の異動）

当社の完全子会社である株式会社やまねメディカルは、令和元年11月18日開催の取締役会および臨時株主総会

において、同社保有の子会社株式を当社へ現物配当することを決議し令和元年11月29日に実施いたしました。こ

れにより、当社は孫会社の株式を取得することとなり、子会社の直接保有に係る異動が生じております。

 

１．取引の概要

(1) 子会社株式の現物配当（組織再編）の理由

当社グループは、令和元年10月１日に持株会社体制に移行し、当社グループの有する経営資源を最大限活

用することにより、グループ全体の経営戦略の策定、グループ各社の採算性と事業責任の明確化を図るとと

もにグループ内のシナジー効果によりグループ全体の企業価値向上を目指しておりますが、その一環とし
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て、当社の完全子会社である株式会社やまねメディカルは剰余金の配当として、同社保有の子会社株式を当

社へ現物配当（適格現物分配）することを決議いたしました。

これにより、当社は、孫会社３社（株式会社八重洲ライフ、山清建設株式会社、株式会社キャリアアッ

プ）の株式を取得し、これら３社は当社直接保有の完全子会社に該当することになりました。

（2）株式会社やまねメディカルの剰余金の処分について

株式会社やまねメディカルは、その他利益剰余金を原資として、剰余金の配当（現物配当）を実施いたし

ました。

１．当社に対する配当財産の種類は、金銭以外の財産（以下に掲げる普通株式）であり、配当金支払額は直

前の帳簿価額とし、総額は、133,874千円であります。

会社名 株数 持株比率 帳簿価額（千円）

株式会社八重洲ライフ 2,000,000 株 100.00％ 100,000

山清建設株式会社 400,000 株 100.00％ 8,874

株式会社キャリアアップ 250 株 100.00％ 25,000

 

２．配当財産の割り当てに関する事項

現物配当の効力発生日時点において株式会社やまねメディカルの発行済株式の全てを有する当社に対し

て、配当財産の全てが割り当てられました。

３．剰余金の配当効力発生日

令和元年11月29日（金）

 

２．実施した会計処理の概要

「事業分離等に関する会計基準」」（企業会計基準第７号平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号平成31年１月16日）に基づき、現物配当に

より取得した当該子会社の株式については、これまで保有していた株式会社やまねメディカルの株式のうち相当

する部分と実質的に引き換えられたものとみなして処理しております。

なお、これにより、損益に与える影響はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成31年４月１日

至　令和元年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 22円97銭

（算定上の基礎）  

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
251,483

普通株主に帰属しない金額（千円） －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
251,483

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,950

（2）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 22円96銭

（算定上の基礎） －

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
251,483

普通株式増加数（千株） 148

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

-

  

 

 

 

 

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　　　　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和２年２月14日

ＳＩホールディングス株式会社

取 締 役 会　 御 中

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　永和監査法人

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 荒川　栄一 　　印

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 津村　玲　 　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＩホールディ

ングス株式会社の平成31年４月１日から令和２年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（令和元年10月

１日から令和元年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成31年４月１日から令和元年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＩホールディングス株式会社及び連結子会社の令和元年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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